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１．16年９月中間期の連結業績 （平成16年４月１日～平成16年９月30日） 
（１）連結経営成績                     記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売上高 営業利益 経常利益 
 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 
287,287 
253,813 

％ 
13.2 
△2.6 

百万円 
19,456 
9,462 

％ 
105.6 
45.8 

百万円 
17,755 
6,083 

％ 
191.9 
89.7 

16 年３月期 522,217  25,972   19,119   
 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 
11,816 
3,842 

％ 
207.5 
352.9 

円   銭 
21  91 
7  12 

円   銭 
21  57 

－ 
16 年３月期 14,293  26 12 25  83 
（注）①持分法投資損益   16年９月中間期  1,283百万円  15年９月中間期  1,209百万円  16年３月期  2,943百万円 
       ②期中平均株式数（連結） 16年９月中間期 539,273,750株  15年９月中間期 539,301,999株  16年３月期 539,294,263株 
       ③会計処理の方法の変更       有 
       ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

（２）連結財政状態 
 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16年９月中間期 622,206 179,529 28.9 332  92 
15年９月中間期 615,962 183,230 29.7 339  76 
16年３月期 621,877 188,662 30.3 349  83 
  （注）期末発行済株式数（連結） 16年９月中間期 539,255,164株 15年９月中間期539,294,666株 16年３月期539,297,365株 
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による    

キャッシュ・フロー 
投資活動による    
キャッシュ・フロー 

財務活動による    
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年９月中間期 20,952 △13,492 △20,937 45,198 
15年９月中間期 12,273 △13,959 △5,612 52,346 
16年３月期 37,889 △16,958 △20,730 58,993 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数   78社       持分法適用非連結子会社数    ０社      持分法適用関連会社数   21社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結   （新規）    ４社   （除外）  ０社                   持分法  （新規）  ０社    （除外）  ０社 
  

２．17年３月期の連結業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
通  期 580,000 39,500 35,500 21,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  38円94銭     
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結８ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 
事業の内容 
当社グループは、当社、子会社 78 社及び関連会社 21 社により構成されており、主として産業機械軸受、

自動車関連製品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品は、自動車、電機・情報

機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 
 
各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 
       
 
 
 
産業機械 
軸受 

 標準玉軸受 
(ミニアチュア・小径軸受・
並径軸受) 
一般産業用軸受 
(円錐・円筒・大型玉軸受) 
 
 
 

 
 
 
※ 
※ 

当  社 
ＮＳＫ福島㈱ 
ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 
井上軸受工業㈱ 
㈱天辻鋼球製作所 
ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫブラジル社 
ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 
ＮＳＫイスクラ社 
ＮＳＫベアリング・インドネシア社 
昆山恩斯克有限公司 
ＮＳＫ韓国社 
 

 

 
 
 
自動車 
  関連製品 

  
ハブユニット 
ニードル軸受 
小型円錐軸受 
標準玉軸受  
ステアリング 
電動パワーステアリング 
自動変速機(AT)用部品 
 
 
 
 

 
 
 
 
※ 
※ 

 
当  社 
ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 
ＮＳＫニードルベアリング㈱ 
ＮＳＫワーナー㈱ 
㈱天辻鋼球製作所 
ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 
ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 
 
 

 

      
 精密機器 
  関連製品 

 ボールねじ 
リニアガイド 
ＸＹテーブル 
メガトルクモータ 

 ＮＳＫプレシジョン㈱ 
日本精工九州㈱ 
ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 
ＮＳＫプレシジョンＵＫ社  

 

      

当  社 
ＮＳＫ販売㈱ 
ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 
ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 
ＮＳＫカナダ社 
ＮＳＫブラジル社 
ＮＳＫ ＵＫ社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 
ＮＳＫドイツ社 
ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 
ＮＳＫイスクラ社 
ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 
ＮＳＫシンガポール社 
昆山恩斯克有限公司 
ＮＳＫ韓国社 
ＮＳＫオーストラリア社 
 

その他  機械設備等  ＮＳＫマシナリー㈱  ─ 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               は製品の流れ 

                                               は部品等の流れ 

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

 

海外販売会社海外販売会社海外販売会社海外販売会社    
 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

  ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 

 ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 ＮＳＫシンガポール社 

  ＮＳＫオーストラリア社 

海外製造会社海外製造会社海外製造会社海外製造会社        
（産業機械軸受）  

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社  

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

   

 

（自動車関連製品） 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 
 

 

 

（精密機器関連製品） 

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社 

海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社    

 (産業機械軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  ＮＳＫイスクラ社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 (自動車関連製品) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・アメリカ社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・ヨーロッパ社 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

日  本  精  工  ㈱ （当  社） 
（産業機械軸受、自動車関連製品、 

精密機器関連製品の製造及び販売） 

国内販売会社国内販売会社国内販売会社国内販売会社    
  ＮＳＫ販売㈱ 

得 意 先 

国内製造会社国内製造会社国内製造会社国内製造会社    
（産業機械軸受） 

  ＮＳＫ福島㈱ 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

 ※井上軸受工業㈱ 

 ※㈱天辻鋼球製作所 

（自動車関連製品） 

  ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

※ＮＳＫワーナー㈱ 

※㈱天辻鋼球製作所 

（精密機器関連製品） 

  ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 
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２．経営方針 
    

１．経営の基本方針 

当社グループはブランド力を一層高め、国際的に評価される優良企業を目指します。このために、

「Motion & Control を通して世界に貢献する」という企業理念のもと 

1)ユーザーの多様なニーズに対し、顧客満足度ＮＯ.１を目指し技術と生産及び販売のＱＣＤＳ 

（Quality, Cost, Delivery, Service）を向上させてまいります。 

2)基幹技術である摩擦と潤滑を制御するトライボロジー技術を通して、地球環境のエネルギー負荷 

の軽減に貢献してまいります。 

3)世界各地に広がるネットワーク拠点が、それぞれの地域社会の良き企業市民となるよう努力して 

まいります。 
 
２．利益配分の基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本としつつ、連結ベースでの配当性向や業績水準等を

勘案して決定していきたいと考えております。 
 
３．目標とする経営指標 

安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重視しますとともに、資産の効率性を追求してキ

ャッシュ・フローに目を向け、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目指してまいります。 
 

４．中長期的な経営戦略 
2003 年に策定いたしました中期計画の達成に向け、当社グループの有している総合力を活かし顧客

満足度ＮＯ.１のサプライヤーとなるよう、体質の改善を行い、持続的な成長を目指してまいります。 

事業環境が急激に変化する中でも安定的に収益向上が達成できる企業となるため、モノ作りの基本

強化のための生産革新、お客様の信頼強化のための品質改善、収益構造の体質強化のための賃金・雇

用構造改革、前工程・調達革新、財務体質強化のためのバランスシート改革、を中身とした体質改善

を引続き図ってまいります。経営資源をグローバルに、戦略的に集中する施策を推進するとともに、

アライアンスについても従来の考えにとらわれず積極的に推進を行ってまいります。 
 
５．対処すべき課題 

中期計画の重点課題である体質改善の推進と成長戦略の展開を計画通りに実行してまいります。体

質改善におきましては、これまで製造現場で行ってまいりました生産革新運動を技術、販売、及び管

理部門を巻き込んだ全社運動に拡大し、ＮＳＫグループ全体の経営改革につなげてまいります。また、

利益目標に貢献し、高収益企業への転換を促進するため、成長戦略を支える設備投資をグローバルに

実施してまいります。海外戦略においての最重点課題は中国事業展開とスピードアップであります。

当中間期には江蘇省常熟東南経済開発区にニードルローラ軸受の生産会社を設立し、2005 年夏に稼動

を開始する予定です。生産のみならず販売、技術の体制を強化し、競争優位を確立するための事業基

盤の構築を図ってまいります。 
更に「マーケットオリエンテッドな技術開発力」を指向し、当社グループ固有のトライボロジーを

はじめとする基盤技術やメカトロ技術と、進歩著しい先端技術とを融合させることにより、高機能商

品や新たな機能を持つ新製品の開発に努めてまいります。 
環境問題につきましても、環境貢献型商品の一層の拡大を図り、地球温暖化防止など環境への貢献

を目指すとともに環境経営のレベルアップに継続的に取り組んでまいります。 
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［執 行 組 織］ ［監 督 組 織］ 

 
６．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社はコーポレートガバナンスを、株主価値の増大と経営の透明性を図るべく、取締役会による監

督のもと、執行組織が事業の拡大と収益の向上に専念できる仕組みと認識しております。このために

は、１）取締役会から執行組織への権限委譲により経営の機動性を上げること、２）監督組織と執行

組織が連携しながら監督機能を強化すること、並びに３）業務執行のモニタリング機能を強化するこ

と、が肝要であると考えております。当社は平成 11 年以降、執行役員制の導入、社外取締役の選任、

並びに任意の報酬委員会の設置等コーポレートガバナンスの強化に取組んでまいりましたが、この仕

組み作りを更に加速させるべく、本年６月 29 日の株主総会にて委員会等設置会社に移行いたしまし

た。 

 

当社のコーポレートガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次のとおりであります。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         
        は指示・報告         は連携 

 

内部統制機能の充実に向けて、以下のような取り組みを行っております。 

 

経営モニタリング室 

経営モニタリング室は、当社グループの業務執行の適法性、妥当性並びに効率性の監査を行う内部

組織として、従来の監査室を改組し本年６月 29 日に設置いたしました。当社グループを対象とした

リスク報告制度を始めるとともに、監査委員会の監査方針、監査計画も踏まえ、具体的な監査を展開

しております。経営モニタリング室は当社グループにおける内部統制システムの整備状況を監査する

とともに、監査結果に対して改善提案及び指導を行ってまいります。

代表執行役(社長) 

株 主 総 会 

経営モニタリング室 経 営 会 議 

執 行 役 会 
コンプライアンス本部 

危機管理委員会 

コーポレート経営本部 

取 締 役 会 

監 査 委 員 会 

指 名 委 員 会 

報 酬 委 員 会 

＜意思決定補助機能＞ ＜モニタリング機能＞ 
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コンプライアンス本部 

法令、規則並びに企業倫理の遵守を当社グループに徹底するために、本年６月 29 日に従来の法務

関連部門を統合して、コンプライアンス本部を設置いたしました。コンプライアンス本部作成のＣＳ

Ｒ(コーポレート・ソーシャル・レスポンシビリティ)推進日程に基づき、コンプライアンス強化施策

や社会貢献プログラム等の立案・実施に取組んでおります。 

 

上記に加え、当社はコーポレート経営本部を中心に、グループ全体を対象とした規則類の充実を図

るべく、新たにコーポレートガバナンス基準を設定し、ＮＳＫグループ管理規程類の整備を手がけて

おります。 

また危機管理委員会では、地震発生により本社が機能不全に陥るような危機に面した場合の対応ル

ールの整備等、当社グループの危機の未然防止と危機発生時の損害の最小化のために、備えるべきリ

スクの識別と管理を行っております。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
1.  経 営 成 績 
（１）当中間期の概況 

当中間期におけるわが国経済は、中国等アジア向け輸出が好調に推移し、設備投資の増加や企業収

益の大幅な改善、個人消費の緩やかな増加などに支えられ、原油価格の高騰や株式市場低迷等の不安

定な要素はありましたが、総じて堅調な回復を続けました。 

海外につきましては、米国の景気が拡大基調で推移し、欧州経済も緩やかな回復基調となりました。

アジア諸国につきましても中国、タイ等で景気拡大が続くとともに韓国の景気も回復基調となりまし

た。 

このような状況下、当社グループは生産革新運動を販売、技術及び管理部門を巻き込んだ全社運動

に展開して体質強化を図るとともに、中国での生産・販売体制の整備、高機能商品や新たな機能を持

つ新製品の開発などの成長戦略を積極的に推進いたしました。 

当中間期の連結売上高は2,872億87百万円と対前年同期比13.2%増となり、利益面につきましては、

営業利益は 194 億 56 百万円（対前年同期比 105.6%増）、経常利益は 177 億 55 百万円（対前年同期比

191.9%増）となりました。 

特別利益には、当社及び国内子会社の確定給付型の退職給付制度を、一部、確定拠出年金型に移行

したことに伴う確定拠出年金移行差益 10 億 59 百万円及び投資有価証券売却益７億 81 百万円を計上

し、特別損失には投資有価証券評価損 90 百万円を計上いたしました。 

税金費用や少数株主利益を控除後の中間純利益は 118 億 16 百万円（対前年同期比 207.5%増）の増

益となりました。 

なお、当社の当期の中間配当金につきましては、当中間期の連結業績及び通期の見通し等を勘案し、

１円 50 銭増配して、１株につき５円 50 銭とさせていただきます。 

 
事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 
①産業機械軸受 

国内は工作機械、鉄鋼・車両向け、市販や一般機械等向けが好調に推移しました。海外は、欧州が

期前半の景気回復遅れにより微増となりましたが、米州が好調に推移し、アジアも中国が好調でした。

この結果、産業機械軸受の売上高は 918 億 80 百万円（対前年同期比 5.4%増）となり、営業利益は日

本や欧州での利益増により 93 億 63 百万円（対前年同期比 92.1%増）となりました。 

 
②自動車関連製品 

自動車軸受は、国内はオートマチック・トランスミッション用のニードル軸受等が好調でした。海

外は、前期低調だった米州が好調に推移し、欧州やタイ等アジアでの拡販が加わり、大幅に増加しま

した。自動車部品は、国内では電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミッション用部

品が伸びたほか、海外は米州やタイのステアリング・コラムが好調でした。この結果、自動車関連製

品の売上高は 1,555 億 23 百万円（対前年同期比 11.1%増）となりました。営業利益は日本や欧州、ア

ジアでの利益増により 89 億 71 百万円（対前年同期比 28.0%増）となりました。 

 
③精密機器関連製品 
半導体・液晶製造装置向けが大幅に増加し、工作機械、一般機械等向けも好調に推移したことによ

り、国内及び米州・アジアでの売上げが増加し、精密機器関連製品の売上高は 324 億 11 百万円（対

前年同期比 64.7%増）となりました。営業利益は国内や米州の黒字化により、26 億５百万円（前年同

期は14億79百万円の赤字）となりました。 
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④その他 

その他の売上高は、機械設備の増加などで 108 億８百万円（対前年同期比 5.7%増）となりましたが、

営業利益は５億 58 百万円（対前年同期比 10.9%減）となりました。 

 
所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 
①日本 
産業機械軸受は、設備投資の増加などで工作機械、鉄鋼・車両向け、市販や一般機械等向けが好調

に推移し、自動車関連製品は、自動車部品が電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミ

ッション用部品で増加し、自動車軸受はニードル軸受等が好調でした。精密機器関連製品は、半導体・

液晶製造装置向けや一般機械・工作機械向け等が大幅に増加しました。 

この結果、日本の売上高は 2,133 億 14 百万円（対前年同期比 14.2%増）、営業利益は 155 億 67 百

万円（対前年同期比 80.2%増）となりました。 

 
②米州 
米国景気の回復や日系自動車メーカー向けの好調により自動車関連製品が増加し、半導体製造装置

向け等の需要回復により精密機器関連製品が大幅に増加しましたが、為替レート変動による目減りも

あり、米州の売上高は 402 億 82 百万円（対前年同期比 6.2%増）、営業利益は 12 億５百万円（対前年

同期比 43.9%増）となりました。 

 
③欧州 
拡販により自動車軸受が大幅に伸びるなど自動車関連製品が好調でした。産業機械軸受や精密機器

関連製品は期前半の欧州景気回復遅れの影響を受け、微増となりました。為替レート変動による増加

も加わり、欧州の売上高は 514 億 54 百万円（対前年同期比 11.9%増）、営業利益は 27 億 30 百万円と、

物量の増加や工場のコストダウン効果等により対前年同期比（２億 62 百万円の黒字）で大幅な増益

となりました。 

 

④アジア 
アセアンでの情報機器向けの減少はありましたが、中国が好調だったことにより産業機械軸受が堅

調に推移したほか、タイでの自動車関連製品が好調に推移し、台湾・韓国の半導体・液晶製造装置向

け精密機器関連製品も大幅に増加しました。為替レート変動による減少はありましたが、アジアの売

上高は 310 億 96 百万円（対前年同期比 11.1%増）となりました。営業利益は、鋼材価格の上昇や、中

国での新工場立上げに伴う費用負担の増加もあり、16 億 93 百万円（対前年同期比 22.5%減）となり

ました。 

 

（２）通期の業績見通し 
鋼材や原油価格の高騰、米州景気の減速や中国の成長鈍化懸念、半導体・液晶製造装置向けの需要

ピークアウト感など先行き不透明な要素はありますが、足元は自動車関連製品をはじめ、産業機械軸

受、精密機器関連製品とも需要が好調に推移していることから、通期の業績予想は、売上高 5,800 億

円（前回予想は 5,670 億円）、営業利益 395 億円（同 370 億円）、経常利益 355 億円（同 300 億円）、

当期純利益 210 億円（同 175 億円）を見込んでおります。尚、下期の想定為替レートは、米ドル 105

円、ユーロ 130 円を使用しております。 
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２. 財 政 状 態 
当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、主

に、税金等調整前当期純利益 195 億５百万円、減価償却費 131 億 47 百万円、売上債権・仕入債務の増減

等により、209 億 52 百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、成長が見込まれる分野への設備投資等、有形固定資産の

取得による支出 150 億 96 百万円により、134 億 92 百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に、社債の償還及び借入金の返済等により、209 億 37 百万円

の支出となりました。 

これらの結果、当中間期末の現金及び現金同等物の残高は 451 億 98 百万円と前期末に比べ 137 億 94 百

万円の減少となりました。 
 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 
 

 平成 13 年３月期 平成 14 年３月期 平成 15 年３月期 平成 16 年３月期 平成 16 年９月期 

自己資本比率(％) 33.4 32.4 28.8 30.3 28.9 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％) 46.7 47.1 29.3 44.5 41.0 

債務償還年数(年) 10.1 9.0 8.6 6.5 － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 2.5 4.2 4.1 6.1 7.9 

 
自己資本比率      ：自己資本／総資産 
時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 
債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー （中間期は記載しておりません。） 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 
（注）  １．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出してお
ります。 

３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている社債及び借入金の合計額を対象としておりま
す。 
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 ４．中間連結財務諸表等   

 

連 結 貸 借対照表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間 
(平成16年９月30日現在)

 

前中間連結会計期間 
(平成15年９月30日現在)

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日現在)

 
 比 較 増 減 
対 前連結会計年度 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
２８４，４３８ 

 
２８２，８７９ 

 
２９５，４９１ 

  
△１１，０５３ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
棚 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

３３，７３６ 
１２７，５５７ 
９，４２５ 
７６，７３６ 
１０，８９１ 
２７，２５８ 
△１，１６７ 

 
３３７，７６７ 

２９，３２６ 
１１４，４４８ 
１５，７４３ 
８２，６３７ 
１１，４７７ 
３０，５０８ 
△１，２６２ 

 
３３３，０８２ 

４３，５３３ 
１２１，２０８ 
９，３８５ 
７５，９０５ 
１１，４４７ 
３５，２６３ 
△１，２５２ 

 
３２６，３８６ 

 △９，７９７ 
６，３４９ 

４０ 
８３１ 
△５５６ 

△８，００５ 
８５ 
 

１１，３８１ 
 
有 形 固 定 資 産  

 
１９８，６６２ 

 
２０５，３２１ 

 
１９６，８１０ 

  
１，８５２ 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 
土 地 
その他の有形固定資産 

 
無 形 固 定 資 産  

６３，０１５ 
９２，０１１ 
２５，９４２ 
１７，６９３ 

 
８，３９５ 

６６，９９４ 
９５，０９２ 
２６，７２０ 
１６，５１３ 

 
８，５４２ 

６３，７２１ 
９０，４９３ 
２６，４２６ 
１６，１６９ 

 
８，３６８ 

 △７０６ 
１，５１８ 
△４８４ 
１，５２４ 

 
２７ 

 
投 資 そ の 他 の 資 産  

 
１３０，７０９ 

 
１１９，２１７ 

 
１２１，２０７ 

  
９，５０２ 

投 資 有 価 証 券 
前 払 年 金 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
その他の投資その他の資産 
貸 倒 引 当 金 

８４，８６５ 
３５，８２４ 
３，６３８ 
８，０８７ 
△１，７０６ 

８２，８９８ 
２３，３６２ 
５，６１０ 
９，５３８ 
△２，１９３ 

８８，４８３ 
２２，２２３ 
３，６１９ 
８，５９５ 
△１，７１４ 

 △３，６１８ 
１３，６０１ 

１９ 
△５０８ 

８ 
      

資 産 合 計 ６２２，２０６ ６１５，９６２ ６２１，８７７  ３２９ 
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(単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間 
(平成16年９月30日現在)

 

前中間連結会計期間 
(平成15年９月30日現在)

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日現在)

 
 比 較 増 減 
対 前連結会計年度 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
２３７，３０７ 

 
２２５，９５３ 

 
２４５，５８８ 

  
△８，２８１ 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

９２，１６９ 
７１，０９６ 
２６，９８９ 
４，４６４ 
４２，５８７ 

 
１９２，７４４ 

７５，９９６ 
８７，４９２ 
２０，０００ 
６，１６８ 
３６，２９５ 

 
１９４，３５６ 

８３，７１３ 
７７，４１８ 
３６，９８９ 
６，７０８ 
４０，７５９ 

 
１７５，５４８ 

 ８，４５６ 
△６，３２２ 
△１０，０００ 
△２，２４４ 
１，８２８ 

 
１７，１９６ 

社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

７０，０００ 
５９，３１３ 
１７，７８６ 
３０，７５２ 

１３８ 
１４，７５４ 

９６，９８９ 
５８，３７６ 
１１，９１３ 
１８，３８１ 
１，５９１ 
７，１０３ 

７０，０００ 
６２，１４１ 
１６，７２２ 
１７，３１６ 
１，７２９ 
７，６３８ 

 － 
△２，８２８ 
１，０６４ 
１３，４３６ 
△１，５９１ 
７，１１６ 

負 債 合 計 ４３０，０５１ ４２０，３０９ ４２１，１３７  ８，９１４ 

(少 数 株 主 持 分 )  
少 数 株 主 持 分  

 
１２，６２５ 

 
１２，４２１ 

 
１２，０７７ 

  
５４８ 

(資 本 の 部 )  
資  本  金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定  
自 己 株 式 

 
６７，１７６ 
７７，９２４ 
５０，６３１ 
１７，５０２ 
△２９，３２２ 
△４，３８３ 

 
６７，１７６ 
７７，９２４ 
５０，８５８ 
１４，６９６ 
△２３，０５３ 
△４，３７２ 

 
６７，１７６ 
７７，９２３ 
５８，８５６ 
１９，１２７ 
△３０，０６１ 
△４，３６１ 

  
－ 
１ 

△８，２２５ 
△１，６２５ 

７３９ 
△２２ 

      

資 本 合 計 １７９，５２９ １８３，２３０ １８８，６６２  △９，１３３ 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計  ６２２，２０６ ６１５，９６２ ６２１，８７７  ３２９ 

 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(注)１． 有形固定資産の減価償却累計額  ４２９，０５９百万円 ４２６，２４７百万円 ４２０，０３４百万円 
     

２． 保 証 債 務 等 ４８８百万円 ７３６百万円 ５８１百万円 

 （保証類似行為を含む）    
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連 結 損 益計算書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当中間連結会計期間 
自 平成 16 年４月 １日 

至 平成 16 年９月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15 年４月 １日 
至 平成 15 年９月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成 15 年４月 １日 
至 平成 16 年３月 31 日 

 比 較 増 減 
対 前中間連結会計期間 

 金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

 金 額 増減率 

 
 
売 上 高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
 

２８７，２８７ 
２２２，９７９ 
６４，３０７ 

％  
 

100.0 
77.6 
22.4 

 
 

２５３，８１３ 
２００，６６６ 
５３，１４６ 

％  
 

100.0 
79.1 
20.9 

 
 

５２２，２１７ 
４０９，９００ 
１１２，３１７ 

％  
 

100.0 
78.5 
21.5 

  
 

３３，４７４ 
２２，３１３ 
１１，１６１ 

％  
 

13.2 
11.1 
21.0 

販売費及び一般管理費 
     営 業 利 益 

４４，８５１ 
１９，４５６ 

15.6 
6.8 

４３，６８４ 
９，４６２ 

17.2 
3.7 

８６，３４５ 
２５，９７２ 

16.5 
5.0 

 １，１６７ 
９，９９４ 

2.7 
105.6 

 
営 業 外 収 益 

 
３，７８８ 

 
1.3 

 
３，５２６ 

 
1.4 

 
７，６７３ 

 
1.5 
  

２６２ 
 

7.4 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

営 業 外 費 用 

９１６ 
１，２８３ 
１，５８９ 

５，４８９ 

0.3 
0.4 
0.6 

1.9 

７１７ 
１，２０９ 
１，６００ 

６，９０６ 

0.3 
0.5 
0.6 

2.7 

１，４２４ 
２，９４３ 
３，３０５ 

１４，５２６ 

0.3 
0.6 
0.6 

2.8 

 １９９ 
７４ 
△１１ 

△１，４１７ 

27.8 
6.1 
△0.7 

△20.5 
支 払 利 息 
雑 損 

     経 常 利 益 

２，５２０ 
２，９６８ 

１７，７５５ 

0.9 
1.0 

6.2 

３，１６９ 
３，７３６ 

６，０８３ 

1.2 
1.5 

2.4 

６，０５８ 
８，４６７ 

１９，１１９ 

1.2 
1.6 

3.7 

 △６４９ 
△７６８ 

１１，６７２ 

△20.5 
△20.5 

191.9 

 
特 別 利 益 １，８４０ 0.6 ２，７２１ 1.1 ８，５０４ 1.6 

 

△８８１ △32.3 
 
 

確定拠出年金移行差益 
投資有価証券売却益 
関係会社株式売却益 

 

特 別 損 失 

１，０５９ 
７８１ 
－ 
 

９０ 

0.3 
0.3 
－ 
 

0.0 

－ 
２，２０７ 
５１３ 

 

７６９ 

－ 
0.9 
0.2 
 

0.3 

－ 
７，６６３ 
８４０ 

 

１，１７２ 

－ 
1.5 
0.1 
 

0.2 

 

１，０５９ 
△１，４２６ 
△５１３ 

 

△６７９ 

－ 
△64.6 
－ 
 

△88.2 
投資有価証券評価損 
固 定 資 産 除 却 損 
関係会社株式売却損 

 
 
税金等調整前中間(当期)純利益  

９０ 
－ 
－ 
 
 

１９，５０５ 

0.0 
－ 
－ 
 
 

6.8 

－ 
７６９ 
－ 
 
 

８，０３４ 

－ 
0.3 
－ 
 
 

3.2 

－ 
１，１４７ 

２４ 
 
 

２６，４５１ 

－ 
0.2 
0.0 
 
 

5.1 

 ９０ 
△７６９ 

－ 
 
 

１１，４７１ 

－ 
－ 
－ 
 
 

142.8 

法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 還 付 額 
法 人 税 等 調 整 額 
少 数 株 主 利 益 

４，６１２ 
－ 

２，４７２ 
６０４ 

1.6 
－ 
0.9 
0.2 

６，１７６ 
－ 

△２，１９５ 
２１１ 

2.5 
－ 

△0.9 
0.1 

９，４６１ 
１９４ 

２，２０６ 
６８４ 

1.8 
0.0 
0.4 
0.2 

 △１，５６４ 
－ 

４，６６７ 
３９３ 

△25.3 
－ 
－ 

185.4 

中 間 (当 期 )純 利 益 １１，８１６ 4.1 ３，８４２ 1.5 １４，２９３ 2.7  ７，９７４ 207.5 
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連 結 剰 余金計算書  
 

    (単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間 
自 平成 16 年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15 年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成 15 年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 比 較 増 減 
対 前中間連結会計期間 

 

資 本 剰 余 金 の 部  
 

    
 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 
 

７７，９２３ ７７，９２３ ７７，９２３ 
 
 － 

 
資 本 剰 余 金 増 加 高 
自 己 株 式 処 分 差 益

０ 
０ 

０ 
０ 

－ 
－ 
 ０ 

０ 
      

資本剰余金中間期末(期末)残高 ７７，９２４ ７７，９２４ ７７，９２３  ０ 

      

 

利 益 剰 余 金 の 部  
 

    
 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  
 

５８，８５６ ４８，３６６ ４８，３６６  １０，４９０ 

利 益 剰 余 金 増 加 高  １１，８１６ ３，８４２ １４，２９３  ７，９７４ 
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

 
１１，８１６ ３，８４２ １４，２９３  ７，９７４ 

利 益 剰 余 金 減 少 高  ２０，０４１ １，３４９ ３，８０３  １８，６９２ 
配 当 金 
役 員 賞 与 
持分法適用会社減少に伴う減少高 

自 己 株 式 処 分 差 損 
英国子会社の退職給付債務処理額 

２，９７０ 
－ 
－ 
－ 

１７，０７０ 

１，３４９ 
－ 
－ 
－ 
－ 

３，５０５ 
２０８ 
８５ 
２ 
－ 

 １，６２１ 
－ 
－ 
－ 

１７，０７０ 
 

利益剰余金中間期末(期末)残高 
 

５０，６３１ 
 

５０，８５８ 
 

５８，８５６ 
  

△２２７ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
     (単位 百万円) 

当中間連結会計期間 
自 平成 16 年４月 １日 
至 平成 16 年９月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15 年４月 １日 
至 平成 15 年９月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 15 年４月 １日 
至 平成 16 年３月 31 日 科        目 

金  額 金  額 金  額 
 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
1. 税金等調整前中間 (当期 )純利益 １９，５０５ ８，０３４ ２６，４５１ 
2. 減 価 償 却 費  １３，１４７ １３，３３５ ２６，９０９ 

3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ２８５ １４２ ４２７ 

4. 貸倒引当金の増減額（減少：△）  △８４ ６５９ ２０８ 
5. 退職給付引当金及び前払年金費用の増減額  △１７，１１７ １，０４５ １，３７５ 
6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △９１６ △７１７ △１，４２４ 

7. 支 払 利 息 ２，５２０ ３，１６９ ６，０５８ 

8. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  △１，２８３ △１，２０９ △２，９４３ 

9. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 － ７６９ １，１４７ 

10. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △７８１ △２，２０７ △７，６６３ 

11. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ９０ － － 

12. 関 係 会 社 株 式 売 却 益 － △５１３ △８４０ 

13. 関 係 会 社 株 式 売 却 損 － － ２４ 

14. 売上債権の増減額（増加：△） △６，４１１ △２，７５０ △１２，８６３ 

15. 棚卸資産の増減額（増加：△） △９７６ ２，５２２ ５，６５８ 

16. 仕入債務の増減額（減少：△） ８，４３０ △７，０３９ １，２１６ 

17. そ の 他 １０，８８２ ２，１７０ ３，９９３ 

 小      計 ２７，２９０ １７，４１２ ４７，７３５ 

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２，８５１ １，５０１ ２，９１２ 

19. 利 息 の 支 払 額  △２，６５３ △３，２４２ △６，１８５ 

20. 法 人 税 等 の 支 払 額  △６，５３６ △３，３９８ △６，５７３ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー  ２０，９５２ １２，２７３ ３７，８８９ 
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △１５，０９６ △９，５７７ △２１，６４６ 
2. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 １，３６７ ２，４９０ ３，３７６ 
3. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △１１１ △２３ △３４ 
4. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １，２７８ ３，６５２ １２，４１５ 
5. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出  － △９，３３９ △９，３３９ 
6. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出  － △２１８ △３５５ 
7. 持分法適用会社株式の取得による支出 － △９５ △５８９ 
8. 持分法適用会社株式の売却による収入 － － １３３ 
9. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △９５ △３６２ △４５９ 
10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ８５ ８６ ２０４ 
11. そ の 他 △９１９ △５７２ △６６３ 
  投資活動によるキャッシュ・フロー  △１３，４９２ △１３，９５９ △１６，９５８ 
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
1. 短期借入金の純増減額（減少：△） △８，１２７ △４，６３８ △８，８７８ 
2. 長 期 借 入 に よ る 収 入  ６７４ ２，４７５ ８，７４５ 
3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △１，１２４ △１，９９０ △７，７４９ 
4. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１０，０００ － △１０，０００ 
5. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △２１ △６ △１７ 
6. 配 当 金 の 支 払 額  △２，１５８ △１，３４９ △２，６９８ 
7. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △１１２ △３７ △１２６ 
8. そ の 他 △６８ △６５ △６ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △２０，９３７ △５，６１２ △２０，７３０ 
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △３１６ ７０６ △１４５ 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 (減少：△)  △１３，７９４ △６，５９１ ５４ 
 Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ５８，９９３ ５８，９３８ ５８，９３８ 
 Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ４５，１９８ ５２，３４６ ５８，９９３ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結子会社 

 連結子会社数は78社（国内22社、海外56社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

主要会社名：ＮＳＫ販売㈱、ＮＳＫ福島㈱、ＮＳＫステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョン㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱、ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫヨーロッパ社                

ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

 

（２）持分法適用会社 

 持分法を適用する会社数は21社（国内12社、海外９社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

主要会社名：ＮＳＫワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所 

 

（３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・新規設立による増加      ：４社 ＮＳＫニードルベアリング・ポーランド社 
                    ＮＳＫアジアパシフィック・テクノロジーセンター社 
                    ＮＳＫニードルベアリング・韓国社 
                    常熟恩斯克軸承有限公司 

 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 海外連結子会社56社、中外商事㈱及びドライブシャフト・テクノロジー㈱については、６月末日現在の財務諸表を 

使用しております。 

 中間連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② 棚卸資産 
 製品及び材料は総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動平均法に
基づく原価法であります。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

 有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 
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（３）重要な引当金の計上基準   

① 貸倒引当金 

 貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した中間期末の金銭債権に対し、一般債権につ

いては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上

しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生していると認められる額を退職給付引当金または前払年金費用として計上しておりま

す。 

なお、英国の連結子会社であるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、Ｎ

ＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロッパ社は、当連結会計年度より英国の退職給付債務に係る新し

い会計基準を早期適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業費用が 91 百万

円減少し、営業外費用が 217 百万円増加したことにより、営業利益は 91 百万円増加し、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は 126 百万円減少しております。また、会計基準変更時差異を利益剰余金から直接減

額したことにより、利益剰余金は 17,070 百万円減少しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象  

為替予約  外貨建債権債務  

金利スワップ  借入金  

③ ヘッジ方針 

 当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債務の

為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ取引を行

うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価とし

ております。 

 

 



 
－連結 17－ 

（７）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

 

１． 事業の種類別セグメント情報 

(単位 百万円) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成 16年４月  1日 
至 平成 16年９月 30日 

 

 
産業機械
軸受 

自動車 
関連製品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

    売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
91,880 155,523 32,411 7,471 287,287 － 287,287 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

－ － － 3,336 3,336 (3,336) － 

    計 91,880 155,523 32,411 10,808 290,624 (3,336) 287,287 
 営 業 費 用 82,517 146,551 29,805 10,250 269,125 (1,293) 267,831 
 営 業 利 益 9,363 8,971 2,605 558 21,499 (2,043) 19,456 
 

(単位 百万円) 

 
前中間連結会計期間 

自 平成 15年４月  1日 
至 平成 15年９月 30日 

 

 
産業機械
軸受 

自動車 
関連製品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

 売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
87,157 139,955 19,681 7,019 253,813 － 253,813 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

－ － － 3,205 3,205 (3,205) － 

    計 87,157 139,955 19,681 10,224 257,018 (3,205) 253,813 
 営 業 費 用 82,284 132,945 21,160 9,597 245,987 (1,636) 244,350 
 営業利益又は営業損失(△) 4,873 7,010 △1,479 627 11,031 (1,568) 9,462 
 

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成 15年４月  1日 
至 平成 16年３月 31日 

 

 
産業機械
軸受 

自動車 
関連製品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

    売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
176,299 285,830 47,072 13,015 522,217       － 522,217 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

－ － － 6,463 6,463 (6,463) － 

    計 176,299 285,830 47,072 19,479 528,681 (6,463) 522,217 
 営 業 費 用 164,142 270,116 47,111 18,300 499,670 (3,425) 496,245 
 営業利益又は営業損失(△) 12,157 15,713 △39 1,178 29,010 (3,038) 25,972 
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（注）１．当社グループでは、事業環境が急速に変化する中、グローバルベースでの事業責任の所在をより明確にする

とともに、意思決定の迅速化を図るために、従来の製品別の組織をユーザーを意識した事業別の組織に改め
ました。この経営管理体制の変更に伴い、当社グループのセグメント情報の有用性を高めるために、従来の
「軸受」を「産業機械軸受」と「自動車用軸受」に区分し、「自動車用軸受」を「自動車関連部品」とあわ
せて「自動車関連製品」としました。 
なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前連結会計年度も変更後の区分で表示しております。 

２．各事業区分の主要製品は、1.企業集団の状況に記載しております。 
   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
       当中間連結会計期間  2,120 百万円 

前中間連結会計期間  1,844 百万円 
       前連結会計年度    3,667 百万円 
     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
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２．所在地別セグメント情報 

(単位 百万円) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成 16年４月  1日 
至 平成 16年９月 30日 

 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 
又は全社 

連 結 

 売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
173,192 40,022 48,461 25,611 287,287 ─ 287,287 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

40,122 260 2,993 5,485 48,861 (48,861) ─ 

    計 213,314 40,282 51,454 31,096 336,148 (48,861) 287,287 
 営 業 費 用 197,746 39,076 48,724 29,403 314,951 (47,120) 267,831 
 営 業 利 益 15,567 1,205 2,730 1,693 21,197 (1,741) 19,456 
 

(単位 百万円) 
 

前中間連結会計期間 
自 平成 15年４月  1日 
至 平成 15年９月 30日 

 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 
又は全社 

連 結 

 売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
149,098 37,774 44,048 22,891 253,813 ─ 253,813 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

37,727 173 1,938 5,102 44,942 (44,942) ─ 

    計 186,826 37,947 45,987 27,993 298,755 (44,942) 253,813 
 営 業 費 用 178,185 37,109 45,725 25,810 286,830 (42,479) 244,350 
 営 業 利 益 8,641 837 262 2,183 11,925 (2,462) 9,462 
 

(単位 百万円) 
 

前連結会計年度 
自 平成 15年４月  1日 
至 平成 16年３月 31日  

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 
又は全社 

連 結 

    売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
316,028 73,290 85,390 47,508 522,217 － 522,217 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

75,792 463 4,454 10,103 90,813 (90,813) － 

    計 391,820 73,753 89,845 57,611 613,031 (90,813) 522,217 
 営 業 費 用 368,883 73,169 87,226 53,833 583,113 (86,868) 496,245 
 営 業 利 益 22,937 584 2,618 3,778 29,918 (3,945) 25,972 
 
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
       米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
       欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
       アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
       当中間連結会計期間  2,120 百万円 
       前中間連結会計期間  1,844 百万円 
       前連結会計年度    3,667 百万円 
     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

 



 
－連結 21－ 

 

３．海外売上高 

(単位 百万円) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成 16年４月  1日 
至 平成 16年９月 30日  

 米 州 欧 州 アジア 計 
 
Ⅰ 
 
海外売上高 

 
41,107 

 
48,590 

 
46,910 

 
136,607 

 
Ⅱ 
 
連結売上高 

    
287,287 

 
Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
14.3 

％ 
16.9 

％ 
16.4 

％ 
47.6 

(単位 百万円) 
 

前中間連結会計期間 
自 平成 15年４月  1日 
至 平成 15年９月 30日  

 米 州 欧 州 アジア 計 
 
Ⅰ 
 
海外売上高 

 
38,567 

 
44,058 

 
38,759 

 
121,385 

 
Ⅱ 
 
連結売上高 

    
253,813 

 
Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
15.2 

％ 
17.3 

％ 
15.3 

％ 
47.8 

(単位 百万円) 
 

前連結会計年度 
自 平成 15年４月  1日 
至 平成 16年３月 31日  

 米 州 欧 州 アジア 計 
 
Ⅰ 
 
海外売上高 

 
74,885 

 
85,391 

 
83,295 

 
243,572 

 
Ⅱ 
 
連結売上高 

    
522,217 

 
Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
14.3 

％ 
16.4 

％ 
15.9 

％ 
46.6 

 
（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ３．各区分に属する主な国又は地域 
       米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
       欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
       アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
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６．有 価 証 券 

 

(1)その他有価証券で時価のあるもの                        (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
(平成 16 年９月 30 日現在) (平成 15 年９月 30 日現在) (平成 16 年３月 31 日現在) 

種  類 

取得原価 
中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価 
中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価 
連結貸借
対照表 
計上額 

差 額 

(1)株式 18,870 47,529 28,659 22,565 46,846 24,281 19,272 50,488 31,216 

(2)債券          

  国債・地方債等 9 9 － 9 9 0 9 9 0 

  社債 133 133 △0 430 448 18 183 194 10 

その他 1 1 － 1 1 － 1 1 - 

(3)その他 398 413 14 401 385 △15 399 433 33 

合   計 19,414 48,088 28,674 23,408 47,692 24,283 19,867 51,128 31,260 

 

 

(2)時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 
                                        (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
(平成 16 年９月 30 日現在) (平成 15 年９月 30 日現在) (平成 16 年３月 31 日現在) 内  容 
中間連結貸借対照表 

計上額 
中間連結貸借対照表 

計上額 
連結貸借対照表 
計上額 

その他有価証券    

   非上場株式・出資金等 2,734 2,828 2,837 

   非上場債券 1,000 1,000 1,000 
   ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等 9,324 15,423 9,323 
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７ ． 生 産 ・ 受 注 及 び 販 売 の 状 況  

 

販売実績 
 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

産業機械軸受 91,880 ＋5.4 

自動車関連製品 155,523 ＋11.1 

精密機器関連製品 32,411 ＋64.7 

その他 7,471 ＋6.4 

合計 287,287 ＋13.2 

(注) １．当社グループの製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため、金額のみによって表示しております。 
２．金額には消費税等相当分は含まれておりません。 

 
生産実績 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

産業機械軸受 89,757 ＋9.3 

自動車関連製品 128,325 ＋8.9 

精密機器関連製品 32,713 ＋72.4 

その他 65 △87.0 

合計 250,861 ＋14.3 

(注) １．金額は平均販売価格によっております。 
２．上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
３．金額には消費税等相当分は含まれておりません。 

 
受注状況 

当社グループは主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 

受注状況は次のとおりであります。 
 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月 1日 
至 平成16年９月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

産業機械軸受 97,191 ＋10.4 32,918 ＋6.2 

自動車関連製品 171,558 ＋6.1 44,287 ＋12.3 

精密機器関連製品 31,780 ＋41.2 11,879 ＋36.9 

その他 489 △39.9 252 △41.3 

合計 301,020 ＋10.2 89,337 ＋12.3 

(注) １．金額は平均販売価格によっております。 
２．金額には消費税等相当分は含まれておりません。 

 



平成16年10月29日
日本精工株式会社

1. 決算概要決算概要決算概要決算概要

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

売上高 253,813 97.4% 268,404 102.4% 522,217 99.9% 287,287 113.2% 292,713 109.1% 580,000 111.1%

営業利益 9,462 145.8% 16,510 145.3% 25,972 145.5% 19,456 205.6% 20,044 121.4% 39,500 152.1%

経常利益 6,083 189.7% 13,036 171.2% 19,119 176.7% 17,755 291.9% 17,745 136.1% 35,500 185.7%

税引前中間（当期）純利益 8,034 106.7% 18,417 ― 26,451 ― 19,505 242.8% 17,695 96.1% 37,200 140.6%

中間（当期）純利益 3,842 452.9% 10,451 ― 14,293 ― 11,816 307.5% 9,184 87.9% 21,000 146.9%

1株当たり中間（当期）純利益（円） 7.12 ― 19.00 ― 26.12 ― 21.91 307.7%

連結子会社数（社） 76 ― 74 ―

国内 24 ― 22 ―

海外 52 ― 52 ―

期末従業員数（人） 20,052 ― 19,772 ―

国内 8,975 ― 8,819 ―

海外 11,077 ― 10,953 ―

2. 事業の種類別セグメント売上高事業の種類別セグメント売上高事業の種類別セグメント売上高事業の種類別セグメント売上高

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

産業機械軸受 87,157 ― 89,142 ― 176,299 ― 91,880 105.4% 92,620 103.9% 184,500 104.7%

自動車関連製品 139,955 ― 145,875 ― 285,830 ― 155,523 111.1% 160,977 110.4% 316,500 110.7%

精密機器関連製品 19,681 ― 27,391 ― 47,072 ― 32,411 164.7% 31,189 113.9% 63,600 135.1%

その他 10,224 ― 9,255 ― 19,479 ― 10,808 105.7% 10,892 117.7% 21,700 111.4%

消去又は全社 △ 3,205 ― △ 3,258 ― △ 6,463 ― △ 3,336 ― △ 2,964 ― △ 6,300 ―

253,813 97.4% 268,404 102.4% 522,217 99.9% 287,287 113.2% 292,713 109.1% 580,000 111.1%

3. 事業の種類別セグメント営業利益事業の種類別セグメント営業利益事業の種類別セグメント営業利益事業の種類別セグメント営業利益

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

産業機械軸受 4,873 ― 7,284 ― 12,157 ― 9,363 192.1% 9,637 132.3% 19,000 156.3%

自動車関連製品 7,010 ― 8,703 ― 15,713 ― 8,971 128.0% 9,329 107.2% 18,300 116.5%

精密機器関連製品 △ 1,479 ― 1,440 ― △ 39 ― 2,605 ― 2,995 208.0% 5,600 ―

その他 627 ― 551 ― 1,178 ― 558 89.1% 442 80.2% 1,000 84.9%

消去又は全社 △ 1,568 ― △ 1,470 ― △ 3,038 ― △ 2,043 ― △ 2,357 ― △ 4,400 ―

9,462 145.8% 16,510 145.3% 25,972 145.5% 19,456 205.6% 20,044 121.4% 39,500 152.1%

4. 設備投資、減価償却費設備投資、減価償却費設備投資、減価償却費設備投資、減価償却費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

11,149 82.5% 15,164 153.7% 26,313 112.6% 16,209 145.4% 13,791 90.9% 30,000 114.0%
減価償却費 13,335 95.5% 13,574 91.4% 26,909 93.4% 13,147 98.6% 13,853 102.1% 27,000 100.3%

（注1）設備投資額の平成17年3月期予想は、有形固定資産のみへの投資額。

（注2）減価償却費の平成17年3月期予想は、有形固定資産のみの減価償却費。

5. 研究開発費研究開発費研究開発費研究開発費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

4,174 96.2% 4,548 114.6% 8,722 105.0% 4,736 113.5% 4,664 102.6% 9,400 107.8%

6. 為替換算レート為替換算レート為替換算レート為替換算レート

期中平均レート　　（単位：円）

US＄
ユーロ

期末レート　　　　（単位：円）

US＄
ユーロ

以　上

56

平成1７年3月期

116.26

平成16年3月期

平成1７年3月期

131.32

平成17年3月期平成16年3月期

平成17年3月期

下期想定

105.00108.27

通期想定

106.64

105.00
130.00

下期想定上期

108.43

平成16年3月期 平成1７年3月期

78

20,310
8,850

11,460

22

下期

平成16年3月期

上期

下期上期

平成17年3月期

通期

平成16年3月期

設備投資

研究開発費

上期

130.93
119.14 113.39

平成17年3月期

合  計

平成16年3月期

平成16年3月期

合  計

136.92 133.74 131.06

平成平成平成平成17年年年年3月期　連結中間決算補足説明資料月期　連結中間決算補足説明資料月期　連結中間決算補足説明資料月期　連結中間決算補足説明資料

107.13

131.32 132.63 130.00131.71

119.80

―　補足 1　―


